
Finance Managed Service
会計プロフェッショナルによる常駐型の経理業務サポート

経済のグローバル化やテクノロジーの発展により、企業の経営環境は日々大きく変化を遂げています。その中で、企業の経
理部門はビジネスの動きに迅速に対応し、様々な局面で後方支援を行い、重要な役割を担っています。一方、企業が抱える
経理人材には限りがあり、リソース不足が生じる場面が多く見受けられます。
デロイト トーマツが提供するFMSでは、緊急性の高い有事において、または、慢性的な経理人材のリソース不足の課題に直
面する企業を豊富な経験を有する公認会計士を中心とした会計プロフェッショナルが全面的にサポート（助言）します。

Finance Managed Service（FMS）のミッション

�. 公認会計士を中心とした高度な会計バックグラウンドを有した人材を配置
・客観的かつ俯瞰的に業務を把握し、今まで社内で気付かなかった課題や新たな視点を享受できる　　　　　　　　
（可視化、効率化、平準化を意識した助言）
・業界の会計慣行や他社事例の共有が可能
・経理部門の若手の人材育成において良い刺激となる

�. 会計監査人の目線で適切な助言を提供
・会計監査人の対応に熟知しているため、監査の全体感や最新の監査上のトピックなどの共有が可能
・監査の視点で説得力のある基礎資料や説明文書の作成が可能
・会計監査で許容される範囲を目的として過度な決算資料・監査資料の見直し、簡素化を実現

�. グローバル対応やガバナンス高度化の視点で助言を提供
・グローバル経験が豊富なメンバーが、海外子会社への問い合わせや現地監査人とのコミュニケーションの役割を担当
・内部統制（J-SOX含む）や経営体制アドバイザリーの経験豊富なメンバーが、ガバナンス高度化の視点で助言を提供

デロイト トーマツが提供するFMSの特徴とメリット

設計・テスト

・通常業務「＋α」で膨大な工数

Go-Live

・残高移行
・モジュールの理解

経理業務DX

・リモート推進
・ペーパーレス化

M&A・IPO

・買収、組織再編
・IPO

不具合対応

・短時間の解決が急務

キーマンの離職・異動

・属人的業務のノウハウ継承

業務プロセスの見直し GAAP変更

ERP導入局面 その他の重要局面



FMSは、以下のアプローチで経理部門を全面的にバックアップします。はじめに、サポート領域の特定化と所定業務の説明・
引継ぎ等を実施し、事前インプットを行い準備を行います。次に、現場での経理業務サポート（助言）を行うことになります
が、単に手を動かすだけの経理業務サポート（助言）にとどまらず、現状の経理業務の課題やボトルネックの整理を行い
ます。
さらには、標準的なFMSに加えて、経理業務の可視化を図り、高度化に向けた提言案の策定も可能です。

FMSのアプローチ

FMSの経理業務サポート領域の一般的な具体例は以下の通りですが、企業のニーズにマッチした形でカスタマイズを行い、
サポート（助言）を行います。

FMSのサポート（助言）領域
FMSの経理業務サポート領域の一般的な具体例は以下の通りですが、企業のニーズにマッチした形でカスタマイズを行い、
サポート（助言）を行います。

FMSのサポート（助言）領域

決算業務の精緻化、定型化に向けた課題を整
理。さらに、経理業務の高度化と業務効率の改
善に向けた提言をまとめることも可能。

* 税務サポートはデロイト トーマツ税理士法人のサポートを想定

決算業務 各種分析資料

高度化に向けた提言案作成
月次決算

J-SOX

会計監査対応

税務*

開示書類

連結決算

単体決算 決算業務サポート

会計テクニカルサポート

現状の課題整理

✓決算の全体スケ
ジュール（決算、
会 計 監 査 、税 務
申 告 、有 報 提 出
など）を確認し、
各タスクのマイ
ルストーンを確
認する

✓過年度の決算帳
票など理解して
おくべき情報・資
料をリストアップ
する

✓リストアップした
情報、資料を入手
し、手続を明確に
する

✓課題の原因を掘
り下 げ流ととも
に、課 題 の 性 質
ごとにグルーピ
ングなどを設け、
論点を整理する

✓課題改善に向け
た対応スケジュー
ル（ 案 ）を立 案す
る

✓各課題の対応方
針（案）を作成す
る

✓経理事務の実施　　　　　　　　　　　　　　
（事前に双方協議の上、業務スコープを決定）
✓気付き事項の論点整理

・経理部門とのコミュニケーション手段、頻度の確認
（日次：担当者レベルMtg）
（週次：部門全体での進捗共有Mtg）
（月次：マネジメント層への状況報告）

・オンサイトとリモートの柔軟対応

■ 決算業務課題リスト（例）
・FMSを通して気付いた課題事項

■ 高度化に向けたロードマップ（例）
・課題事項の解決策
・他社事例の紹介
・優先順位付けとタイムライン

タスクの
詳細

成果物
（例）

1st Step
事前インプット

2nd Step
FMS

3rd Step
高度化に向けた提言

決算スケジュール
の確認

事前に入手可能な
情報の理解

経理事務の実施 課題整理 ロードマップ・対応方針（案）の提言

業務上考慮すること

FMSのスコープ
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デロイト トーマツはFMSのサポート（助言）体制として、企業のニーズに応じる形で①常駐型、②半常駐型、③アドホック型
の活用プランを用意しており、企業の業務の難易度、緊急度などを勘案して、フレキシブルなチーム体制を組みサービス提
供することが可能です。また、企業のビジネススタイルに応じて、オンサイトとリモートを組み合わせたハイブリットな対応が
可能です。

FMSのサポート（助言）体制

・経理業務のあらゆる業務にデロイト 　
トーマツをフル活用する

・経理業務に大きな負荷がかかる大型イベ
ントのときに機動的な対応が可能

・人件費を変動費として考慮出来る

・PMOにデロイト トーマツを活用し、タスク
管理や課題整理を行う

・個々の経理業務に応じて必要なスキル
セットや経験等を定義し、デロイト トーマツ
から人材を調達が可能

・デロイト トーマツの活用方法を柔軟にカ
スタマイズできる

・社内リソースのみで実施し、必要に応じて
デロイト トーマツから助言を受ける

・経理部門の方針に従い、スポットでの活用
が可能
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�.半常駐型 �.アドホック型

：会社
：デロイト トーマツ
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